
（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

8,416,224 3,831,512

1,510 2,060,737

3,198,471 76,758

25,271 573,590

146,974 291,595

4,779,627 33,875

206,795 717,781

57,575 51,950

1,244,696 17,266

331,087 7,957

63,913 1,244,319

1,284 179,309

748 1,058,209

9,072 6,500

256,067 300

106,496 5,075,831

98,784 【純資産の部】

7,712 4,585,088

807,112 255,000

2,250 235,000

470,465 235,000

327,932 4,095,088

6,364 63,750

100 4,031,338

16,000

4,015,338

4,585,088

9,660,920 9,660,920

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

構 築 物

リ ー ス 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

工 具 、 器 具 及 び 備 品

建 物

そ の 他

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

現 金 及 び 預 金

繰 延 税 金 資 産

売 掛 金

前 払 費 用

無 形 固 定 資 産

未 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

買 掛 金

差 入 保 証 金

機 械 及 び 装 置

そ の 他 の 投 資

投 資 有 価 証 券

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

前 受 金

そ の 他

未 払 金

未 払 法 人 税 等

別 途 積 立 金

株 主 資 本

資 本 金

貸 　 借　  対　  照 　 表

（2018年3月31日現在）

金　　　額

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

流 動 資 産

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 合 計

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

預 け 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

未 払 消 費 税 等

利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

負 債 合 計

リ ー ス 債 務

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 り 金
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（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

25,556,407

22,933,561

2,622,846

1,438,047

1,184,799

37

225

770

1 1,035

3,756

253 4,010

1,181,824

27,870

4,012 31,882

1,149,942

424,933

△ 28,937 395,996

753,946

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

法人税、住民税及び事業税

損 害 賠 償 金

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

法 人 税 等 調 整 額

受 取 利 息

特 別 損 失

営 業 外 費 用

そ の 他

受 取 配 当 金

そ の 他

支 払 利 息

事 務 手 数 料

損 　益 　計 　算　 書

自 2017年4月 1日

至 2018年3月31日

売 上 原 価

売 上 高



(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券　　　　  　　　　 　　 償却原価法

　子会社株式及び関連会社株式　　　  　　　　 　　 移動平均法に基づく原価法

　その他有価証券（時価のあるもの）　  　　  期末決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

  は移動平均法により算定）

　　　　〃　　　（時価のないもの）　  　　  移動平均法に基づく原価法

(2) たな卸資産 移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております)

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

(2) 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

(3) リース資産 　 　　 　  　        　  　   

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち

リース取引開始日が2008年3月31日以前のリース取引

については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金は期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務の見込み額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表

以　　上
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